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2024 年５月１日 

各 位 

会 社 名 株式会社エックスネット 

代表者名 代表取締役社長 茂谷 武彦 

 （コード番号４７６２ 東証スタンダード） 

問合せ先 管理本部長 坪田 浩司 

 （TEL ０３－５３６７－２２０１） 

 

自己株式立会外買付取引（ToSTNeT-3）による自己株式の取得結果及び自己株式取得終了、 

並びに親会社、主要株主及び主要株主である筆頭株主の異動に関するお知らせ 

 

当社は、昨日（2024 年４月 30 日）お知らせした自己株式の取得について、以下のとおり買付

けを行いましたので、お知らせいたします。なお、2024 年４月 30 日開催の取締役会決議に基づ

く自己株式の取得（以下「本自己株式取得」といいます。）は、これをもちまして終了いたしま

した。 

また、本自己株式取得の結果、2024 年５月１日付けで、当社の親会社、主要株主及び主要株

主である筆頭株主の異動が生じることになりましたので、併せてお知らせいたします。 

 

I．自己株式の取得結果 

1． 自己株式取得を行った理由 

当社と株式会社 NTT データ（以下、「NTT データ」といいます。）は、2009 年１月 13 日の「株

式会社エヌ・ティ・ティ・データとの資本業務提携及び当社株券に対する公開買付けに関する意

見表明のお知らせ」に記載の内容に沿って、15 年以上にわたって資本業務提携を進めてまいり

ました。かかる資本業務提携を通じては、当社が資金証券分野における NTT データのソリュー

ションの一翼を担う形で協業関係に係る基盤を構築し、当初の目的に照らして、地域金融機関へ

のサービス拡大、当社が提供する「XNET サービス」の技術面の向上やそれを支える人財の獲得、

各種統制およびガバナンス面の向上など、一定の成果を得たことによって、継続的な企業価値の

向上へ道筋をつけることができたものと考えております。 

このような状況下、このたび当社は、当社の親会社である NTT データ（注）から、今後の提

携関係について、両社の発展を見据えたあり方を当社普通株式の全株の売却と新たな業務提携

の推進を前提として検討したい旨の申し入れを受けました。その新たな関係構築に向け、同社の

売却意向を踏まえて、当社は当該売却による株式市場での需給への影響、当社の財務状況・資本

政策への影響について慎重に検討してまいりました。その結果、株式市場での当社株式の大量の

売出しによる株式市場における需給の悪化を通じた株主様への影響を軽減する観点、資本効率

の向上の観点、株主還元の実現の観点、機動的かつ安定的な事業運営の実現を図る観点、NTT デ

ータ及びその親会社である株式会社 NTT データグループ（以下、「NTT データグループ」とい
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います。）と当社少数株主との間の親子上場関係に基づく潜在的な利益相反構造の解消の観点か

ら、NTT データによる売却に合わせ、自己株式の取得をおこなうことといたしました。 

（注）同社グループは、2023 年７月１日付で持株会社体制に移行するための組織再編を実行

しており、同日付けで、持株会社である NTT データグループ（旧株式会社エヌ・ティ・

ティ・データ）が保有していた当社株式は、事業子会社である NTT データに対し、会社

分割により移管されております。これにより、本日現在、当社の直接の親会社は NTT デ

ータであり、さらにその親会社が NTT データグループとなっております。 

 

なお、2024 年４月 30 日付けで公表いたしました「株式会社 NTT データとの資本提携の解消

及び新たな業務提携契約の締結に関するお知らせ」のとおり、当社と NTT データは、これまで

構築してきた協業関係を基盤としつつ、資本提携の在り方を見直し、両社の更なる企業価値の向

上に資することを目的に、新たな業務提携をおこなうこととしております。 

 

2． 取得の内容 

（１） 取得対象株式の種類 当社普通株式 

（２） 取得した株式の総数 4,081,500 株 

（３） 取得価額 5,958,990,000 円 

（４） 取得日 2024 年５月１日 

（５） 取得方法 
東京証券取引所の自己株式立会外買付取引（ToSTNeT-3）に

よる買付け 

 

3． その他 

当社は、当社の親会社及び主要株主である筆頭株主の NTT データから、本自己株式取得に

際して、その保有する当社普通株式のうち 3,985,500 株を売却した旨の連絡を受けております。 

 

（参考）自己株式の取得に関する決議内容（2024 年４月 30 日公表分） 

（１） 取得対象株式の種類 当社普通株式 

（２） 取得し得る株式の総数 

4,109,500 株（上限） 

（発行済株式総数（自己株式を除く）に対する割合 

49.7％） 

（３） 株式の取得価額の総額 5,999,870,000 円（上限） 
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II. 親会社、主要株主及び主要株主である筆頭株主の異動 

１． 異動が生じた経緯 

当社は、当社の親会社及び主要株主である筆頭株主の NTT データから、本自己株式取得

に際して、その保有する当社普通株式のうち 3,985,500 株を売却した旨の連絡を受けてお

ります。これにより、当社の親会社、主要株主及び主要株主である筆頭株主の異動が生じ

ることになりました。 

 

２． 異動の年月日 

2024 年 5 月 1 日 

 

３． 異動した株主の概要 

（１）親会社、主要株主及び主要株主である筆頭株主に該当しなくなった株主の概要 

（１） 名 称 株式会社 NTT データ 

（２） 所 在 地 東京都江東区豊洲三丁目３番３号 

（３） 代表者の役職・氏名 代表取締役社長 佐々木 裕 

（４） 事 業 内 容 
コンサルティング、統合 IT ソリューション、システム・ソフトウェア

開発、メンテナンス・サポート等 

（５） 資 本 金 1,000 百万円 

（６） 設 立 年 月 日 2022 年 11 月１日 

（７） 純 資 産 197 百万円 

（８） 総 資 産 199 百万円 

（９） 大株主及び持株比率 株式会社 NTT データグループ（100%） 

（10） 
上 場 会 社 と 

当 該 株 主 の 関 係 

資 本 関 係 
当社株式議決権の 51.3%を保有する親会社（異動前）

です。 

人 的 関 係 

当社の取締役９名のうち２名が NTT データとの兼任

がございますが、2024 年 6 月 26 日をもって退任する

予定です。（注） 

取 引 関 係 

年間売上高の年間売上高全体に占める割合及び、当社

から NTT データへ支払う年間費用の年間費用全体に

占める割合は、いずれも１%未満です。 

（注）2024 年 4 月 30 日付けで公表いたしました「株式会社 NTT データとの資本提携の解消及

び新たな業務提携契約の締結に関するお知らせ」のとおり、当社と NTT データは新たな業務提

携をおこなうことといたしました。この新たな業務提携を円滑に推進するために、2024 年 6 月

26 日の退任後も、当社からの要望により、当社は NTT データから非常勤役員の派遣を受ける

ことを予定しております。 
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（２）新たに主要株主及び主要株主である筆頭株主に該当することとなった株主の概要 

（１） 名 称 光通信株式会社 

（２） 所 在 地 東京都豊島区西池袋１－４－10 

（３） 代表者の役職・氏名 高橋 正人 

（４） 事 業 内 容 有価証券の保有管理 

（５） 資 本 金 １億 100 万円 

（６） 設 立 年 月 日 2010 年 11 月 15 日 

（７） 大株主及び持株比率 株式会社光通信（100％） 

（８） 
上場会社と 

当該株主の関係 

資 本 関 係 
当社株式議決権の 14.9%を保有する

筆頭株主（異動後）です。 

人 的 関 係 人的関係はありません。 

取 引 関 係 取引関係はありません。 

 

４． 異動前後における当該株主の所有する議決権の数及び議決権所有割合 

（１）NTT データ 

 属性 
議決権の数（議決権所有割合） 

大株主順位 
直接保有分 合算対象分 合計 

異動前 

（2024 年 4 月

30 日現在） 

親会社、主要

株主及び主要

株主である筆

頭株主 

42,134 個 

（51.3%） 

0 個 

（0%） 

42,134 個 

（51.3%） 
第１位 

異動後 ‐ 
2,279 個 

（5.5%） 

0 個 

（0%） 

2.279 個 

（5.5%） 
第２位 

 

（２）光通信株式会社 

 属性 議決権の数 

（所有株式数） 

総株主の議決

権に対する割

合 

大株主順

位 

異動前 

（2024 年３月 31 日

現在） 

- 
6,182 個 

（618,200 株） 
7.5% 第２位 

異動後 主要株主である 

筆頭株主 

6,182 個 

（618,200 株） 
14.9% 第１位 

 

５． 開示対象となる非上場の親会社等の変更の有無等 

該当事項はありません。 
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６． 今後の見通し 

今回の異動が当社の業績に与える影響は軽微です。 

 

以 上 

 


